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「大野川スイスイ作戦」は，国道197号線のボトルネックとなっている鶴崎橋東交差点および中鶴崎2丁目
交差点間の交通量の一部を有料道路へ転換させ，渋滞緩和を目的とした社会実験である．本研究は，本施

策の交通量の移動による二酸化炭素(CO2)発生量の変化に着目し，平均速度，車種構成，有料道路への転
換率をパラメータとして，CO2発生量の予測手法を提案するものである．解析の結果，ルートごとの平均

速度の増加と，有料道路への転換率向上がCO2排出量の低減に有効であることが確認できた．さらにCO2

発生量も考慮して，短期的および長期的な観点より，交通政策のあり方について新たな提案を行った． 
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１．はじめに 
 
交通問題相互の因果関係，あるいは，問題発生の背景

にある社会経済環境の要因との関係が，非常に複雑かつ

多様であることから，これらの問題の解決のために考え

出されたものが，総合交通体系の確立という概念であり，

交通需要マネージメント（TDM）の導入である1)．その

TDMの一環として，大分県内でも，大野川スイスイ作戦，
大分道ラクラク作戦などの都市交通政策が採られている．

しかし，これらの交通政策では，料金引き下げによる交

通量の移動，および移動による渋滞緩和を目的としてい

るが，二酸化炭素などの環境負荷についてはまだ十分に

は検討されていない． 
そこで本研究では，大野川スイスイ作戦に着目し，本

政策では取り組まれなかった交通量の移動による二酸化

炭素(CO2)発生量の変化率および環境に与える影響につい
て予測法を提案するとともに，二酸化炭素発生量も考慮

した交通施策のあり方について検討した． 
 

２．大野川スイスイ作戦の概要 
 
 図-1は，対象となった有料道路・鶴崎橋周辺を示した

図である．国道197号線の鶴崎橋東交差点，および，中鶴
崎2丁目交差点は一般道のボトルネックとなっており，大
分県内の主要渋滞ポイントとして数えられている．また，

大手電気メーカの工場進出による膨大な新規交通需要が

原因で，現況の交通ネットワークでは更なる交通渋滞が

発生すると考えられた．そこで，大野川大橋有料道路の

 

図-1 有料道路・鶴崎橋周辺地図 

 

表-1 大野川スイスイ作戦の概要 

○対象道路・区間 大野川大橋有料道路（上・下） 

○料金割引 通常料金の約5割引 

○対象車種 普通車，軽自動車，大型車 

○時間帯  朝： 6時30分～ 8時30分  

      夕：17時00分～19時00分 

○実施期間 H16年6月1日～10月29日の平日 

 

利用料金を5割引にすることにより，国道197号線の交通
量の一部を大野川有料道路へ転換させ，国道197号線の渋
滞を緩和させることを目的とした交通社会実験「大野川

スイスイ作戦」が実施された．当該社会実験の条件は次

の表-1の通りである2)． 
また，本社会実験により，大野川大橋有料道路での交

通量が大幅に増加することが予想されたので，その対策
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として，以下の3項目が実施された． 
①. 料金収集所付近でのリバーシブルレーンの採用， 
②. 特別通行券の発行（キャッシュレス化）， 
③. 大野川大橋西交差点の信号現示時間の変更（青時間の
延長） 
すなわち，大野川料金付近・上りでは，朝の時間帯で

の交通量増加に対応するために朝のみ3ブースから4ブー
スに変更した．さらに，料金所付近の渋滞を緩和するた 

 
 

めに，現金での引渡しではなく特別通行券での引き渡し

とし，また，走行時間を長くすることによって所要時間

を短縮するために青信号の時間延長などを実施した． 
 
３．大野川スイスイ作戦の中間結果 
 
 平成16年6月1日～10月29日までの5ヶ月間の本社会実験
の結果2)について以下にまとめる． 

 
図-2 大野川断面における分担率の変化（上・下計） 

表-2 大野川断面の分担状況（朝夕別） 
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(1) 大野川大橋有料道路の分担率について 

図-2に，大野川断面における朝・夕ピーク時の交通量

の分担率の変化を示す．図中の「A実験前」は5月26日，
「B1実験中」は7月6日，「B2実験中」は10月13日，「C
実験後」は11月10日の実測値である．図より，大野川断
面における朝・夕ピーク時の交通量は，料金割引前後で

大野川大橋有料道路への転換により，それぞれ分担率の

変化が見られる．グラフのA実験前とB1実験中の大野川
大橋有料道路部分に注目すると，分担率が朝ピーク時で

は36.7％から38.9％へ2.2％上昇し，夕ピーク時では32.4％
から34.5％へ2.1％上昇した． 
さらに，鶴崎橋に注目すると，朝ピーク時では47.1％
から44.9％へ2.2％減少し，夕ピーク時では48.5％から
46.6％へ1.9％減少したことがわかる．また，A実験前とC
実験後の鶴崎橋部分を比較してみると，朝ピーク時で

1.6％，夕ピーク時で3.5％減少と実験後も渋滞は緩和され
ている．   
表-2は，具体的な数字で表したものである．断面計を

見てみると，朝・夕ともに実験前と実験後では自動車総

交通量が増加している．これはキャノン進出による工事

用車両などの参入などが原因ではないかと考えられる． 
 
(2) 国道197号線鶴崎橋付近の渋滞緩和について 

 事前調査によると，国道197号鶴崎橋付近には「中鶴崎
2丁目」および「鶴崎橋東」の2つの渋滞ポイントがある．
図-3は，図-1の国道197号線の中鶴崎2丁目～鶴崎橋東交
差点間を拡大して，方向別の朝・夕ピークの最大渋滞長

（m）および渋滞量（km・分）を示した図である．図に 
 

は実験開始前に500m以上の渋滞が発生していた方向につ
いて示した．図中の渋滞量は，渋滞長に時間を乗じた積

分値(km・分)であり，数値はそれぞれ実験開始前（5月26
日）→実験開始後（7月6日）→（11月13日）の値である． 
図より，それぞれの最大渋滞長に注目すると，鶴崎橋

東交差点のB方向・夕ピークは増加しているものの，そ
の他の交通ポイントでは減少しており，国道197号線鶴崎
橋付近の渋滞は概ね緩和できたと考えられる．また，渋

滞量については，いずれの方向も朝．夕ともに約10％～
70％程度減少していた．ただし，鶴崎橋東のB方向・夕
ピーク（10月13日のみ）においては，18時以降の時間帯
で渋滞が拡大している． 
 
(3) 大野川大橋有料道路ルート利用による時間短縮の効

果について 

図-4は，乗越－竹下橋南の2地点間を，鶴崎橋を通過す

る国道197号ルート9kmを通過した場合と大野川大橋有料

道路を通過する大在大分港線ルート12kmを通過した場合

の2ルートを示した図である． 

この2ルートを実際に走行し，測定した所要時間を図-5

に示す．図中の数値はそれぞれ，通常時の渋滞が著しい

時間帯の平均，朝は7時～8時30分出発の4回分の平均，夕

は16時30分～18時出発の4回分の平均値である． 

図より，国道197号ルートよりも，迂回して大在大分港

線ルートを利用した場合，平均で約2～6分程度の時間短

縮の効果が見られる．特に朝の下りでは，最大の約6分の

時間短縮が可能になり，迂回した場合でも所要時間につ

いても優位性が明らかとなった． 

図-3 渋滞長の変化 
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(4) 大野川スイスイ作戦の効果 

 上述のように社会実験の結果を見ると，総交通量は増

加したが，国道197号の渋滞は概ね緩和され，その平均所
要時間も実験前に比べ，短縮された．したがって，本社

会実験の目的である，著しい渋滞を引き起こしていた国

道197号の自動車交通量の大野川大橋有料道路への転換は，
十分に達成できたと考えられる． 
しかし，目に見えて効果があったものの経済面，特に

有料道路の利益の面では収集金額が半減したわけである

から，単純に実験前の2倍の交通量にならなければ採算性
は取れない．転換交通量の増加量は1割弱であり，採算性
の面では追いつけないことになる．本社会実験は交通政

策の面では成功したといえるが，他の観点からみると問

題点がいくつも浮かび上がってくる．また環境面のこと

については，当該社会実験では検討されていないので，4
章以降で検討するものである． 
 

４．自動車転換による二酸化炭素発生量の算出 

 

(1) CO2発生量の算出方法の概要 

大野川スイスイ作戦でのCO2発生量の変化率算出の参 

 

考資料として，新潟県阿賀野川で行われた「阿賀野川ゆ

とり通勤大作戦」3)を取り上げた．新潟の社会実験にお

けるCO2の算出方法を参考に
4)，大分の社会実験でのCO2

の発生量の予測方法について新たに提案する． 

自動車転換によるCO2発生量算出の計算手順のフロー

チャートを図-6に示す．平均時速，自動車1台あたりの

CO2発生量，走行台数，CO2発生量，総発生量，変化量は

それぞれ，朝・夕の国道197号ルートおよび大在大分港線

ルートの上り・下りの実験前と実験中とに分けて計算を

行う．以下に具体的な手順について説明する． 

 

a) 平均時速の算出 

図-4の5月26日・10月13日の平均所要時間データ，およ

び，図-5の2ルートの距離を使用して，次式よりそれぞれ

の区間の平均時速(km/h)を算出する． 

平均時速 (km/h) = (走行距離／走行時間) 

 

b) 速度別CO2発生量の決定 

国土交通省の道路企画課および都市・地域整備局街路

課通達のデータ（時速5 km/h刻み）5)を時速1 km/h刻み

に計算し直し，算出した平均時速に照らし合わせて

図-4 所要時間測定区間図 

 

図-5 平均所要時間の変化 
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その速度におけるCO2発生量(kg/km)を決定する． 

表-3は，時速1km刻みに計算し直した速度別CO2発生量

(kg/km)である．また，速度別のCO2発生量をグラフに表

すと図-7 のようになる． 

 

 

c) 自動車1台あたりのCO2発生量の算出 

自動車1台あたりのCO2発生量(kg)を次式より算出する． 
 

1台あたりのCO2発生量 (kg) 
 = (速度別CO2発生量×走行距離) 

 

d) 小型車・大型車の走行台数の算定 

大野川大橋有料道路および鶴崎橋における上下車線別

表-3 速度別 CO2発生量(1km/h 刻み) 

 

 

図-7 速度別 CO2発生量 

 

 START 

図－4および図－5の値を
使用し，平均時速を算出 

速度別 CO2発生量の 
決定 

自動車 1台あたりの 
CO2発生量の算出 

小型車・大型車※の 
走行台数の算定 

小型車・大型車の 
CO2発生量の算出 

交通車両の CO2 
総発生量の算出 

実験前と実験中での 
CO2の変化量の算出 

END 
 

 

図-6 二酸化炭素発生量の算出手順 

 

※ 小型車：軽車両及び乗用車 

  大型車：貨物車及びバス等 



 

 －46－

台数比2)とアンケート6)より仮定した車種比率（小型車・

大型車）を考慮し，小型車・大型車それぞれの走行台数

を算出する．ここで言う小型車は軽車両および乗用車を

指し，大型車は貨物車およびバス等を指す．有料道路お

よび鶴崎橋における上下車線台数比と車種比率は表-4に

示す． 

 

e) 小型車・大型車のCO2発生量の算出 
小型車・大型車それぞれのCO2発生量(kg)を次式より算
出する． 

CO2発生量 (kg)  
= (自動車1台あたりのCO2発生量×走行台数) 

 

f) 交通車両のCO2総発生量の算出 

交通車両のCO2総発生量(kg)を次式により算出する． 
 

CO2総発生量 (kg)  
= (小型車のCO2発生量＋大型車のCO2発生量) 

 

以上の計算結果をもとに，ルート別の実験前と実験中

とのCO2発生量の変化を比較した． 

 

(2) 自動車のCO2の発生量および変化量の計算結果 

当該社会実験におけるCO2の発生量の計算結果を表-5に
示す．表のCO2総発生量(kg)およびその変化量（朝夕合
計）の比較をグラフで表したものが図-8である．以下に

実験前と実験中のCO2発生量を比較する． 

 

a)鶴崎橋に関して 

鶴崎橋に関するCO2発生量は，32124kgから26794kgへ
5330kg（－16.6％）減少したと推測され，交通状況の改
善とともにCO2の発生量の面でも効果が大きく，道路周

辺環境については良い結果となったものと考えられる． 
 

b)有料道路に関して 

有料道路に関するCO2発生量は，24526kgから29790kg
へ5264kg（＋21.5％）増加したと推測され，全体の交通
面の改善には貢献できたものの，有料道路側の交通量の

増加によりCO2の発生量は逆に増加してしまった． 
 

c)全体に関して 

a)，b)を踏まえて，全体に関するCO2の発生量は

56650kgから56584kgへ66kg（－0.12％）減少したと推測
される． 

 

表-4 有料道路および鶴崎橋の 

上下車線台数比と車種比率 

 

表-5 二酸化炭素発生量の比較 
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５．考察 

 

 CO2の発生量の予測結果によると，総量でCO2発生量は

66kg減少したと推測できた．しかし，割合としては実験
前のわずか0.12％の削減率でしかない．この社会実験で
は，交通量転換や渋滞の面では成功といえるが，CO2発

生量に関しては十分な効果が期待できないことがわかっ

た．CO2発生量には前述の図-7より走行速度と車種構成

が大きく影響する．したがって同様の計算方法で以下の

条件でCO2減少量を算出し，CO2の発生量を削減する方法

性を見出すことものである． 

 

(1) 交通量一定で，実験中の自動車の平均速度をさらに2，
4，6，8，10km/h増加させたときのCO2減少量 

(2) 平均速度一定で，実験中の大野川大橋有料道路への

交通量転換量を，実験前の2，3，4，5割分さらに増加さ
せたときのCO2減少量 
 

(1) 平均時速を増加させたときのCO2減少量 

 4章と同様の計算方法で，実験中の自動車の平均時速を
2km/h刻みで10km/hまで増加させたときの，CO2減少量を

表-6に示す．これは，国道197号ルート，および，大在大

分港線ルートの両ルートの平均時速を増加させたもので

ある． 

実際問題として，交通量が一定であれば国道197号ルー

トの平均時速を増加させることは考えにくい．一方，大

在大分港線ルートについては，有料道路での信号現示の 

 

変更や料金所およびその周辺の改善によって平均時速は

比較的容易に増加できると考えられる．そこで，大在大

分港線ルートのみ平均時速を増加させた場合の計算結果

を表-7に示す． 

 

表-6の数値は，国道197号ルートにも同様に速度の増

加を考えたものであるが，現状の道路の混雑状況から判

断すると，現実的ではない．前述のように，有料道路で

の平均時速増加は各種の施策により実現可能と考えられ，

たとえば表-7が示すように平均時速が実験中よりもさら

に10km/h増加すれば，CO2発生量が実験前と比べ3224kg
（－5.69％）の減少が可能になると推測できる． 

 

 

(2) 交通転換量を増加させたときのCO2減少量 

 同様に，実験中の有料道路への交通量転換量を，実験

前の交通量の2，3，4，5割分増加させた．それぞれの
CO2減少量を表-8に示す． 

 
表-8 交通量転換量増加によるCO2減少量の変化 

 

 
 

図-8 二酸化炭素発生量の比較 

 

表-6 平均時速増加（両ルート）による 
CO2減少量の変化 

 

 

表-7 平均時速増加（大在大分港線ルートのみ）による

CO2減少量の変化 
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表より，単純に転換量を増減させると，有料道路への

転換量が5割になるとCO2発生量は実験前に比べ3719kg
（－6.56％）の減少が可能と推測できる．しかし，有料
道路への転換量が増加すれば，国道197号の交通量が減り，
その分平均速度が増加し，他方，有料道路では交通量が

増加して，平均時速の低下をきたすので，さらにより正

確な結果を出すためには，Q－Vの関係を考慮した補正が
必要である7)． 
 

６．まとめ 

 

 当該社会実験は市街地の交通渋滞の解消などの面で有

効な施策であり，しかも市街地では環境面でもCO2発生

量は減少し，十分に改善されたことがわかった．一方，

有料道路側では交通量が増加したためCO2発生量は逆に

増加し，全体ではCO2に関してはあまり効果が得られな

かったと推測できた．しかし，平均時速あるいは転換量

が現段階よりも数km/hあるいは数割向上するだけでCO2

の削減率ははるかに高くなることが考えられる．また，

平均時速増加によるものと転換量増加によるものとを比

較すると，転換量増加によるCO2発生量の減少法が有効

であると考えられる． 
 今現在，CO2削減率の向上に最も有効だと考えられる

のは，短期的な観点からは，特別通行券の利用率の向上

による有料道路の利用台数増加である．現段階では，特

別通行券の利用率は6割程度で，残りの4割は従来の回数
券の利用や現金での支払いが占めている．これは，特別

通行券の販売箇所が少ないことに原因の１つがあると考

えられる．今現在，販売箇所の内訳はコンビニ（5店舗）
が95％を占め，他には管理事務所や道路公社本社など一
般の人が手に入れにくい場所で販売されている2)．特別通

行券の販売箇所を拡大すれば購入する人の数が増え，大

野川大橋有料道路の利用台数も増加すると考えられる．

たとえば販売箇所の案としては，コンビニだけではなく，

多くの人々が利用する郵便局や銀行などセキュリティー

がしっかりとしている場所などが考えられる．本社会実

験は，12月から本格実施しており，今後は経済性および

環境性の面についても，いかに特別通行券を人々に普及

させるかが鍵になると考えられる． 
また，長期的な観点から見ると，有料道路での信号現示

の変更や料金収集所の増設，交通の導流比や道路構造の

改善などにより，全体的な平均時速の向上なども重要に

なってくると考えられる． 
 本論文で提案したCO2発生量の予測方法は，通常のガ

ソリン車のみを考慮したモデルとなっている．また，今

回算出された発生量は，鶴崎橋の車種別台数比やアンケ

ートによる車種比率など，いくつかの仮定によって成り

立っている．したがって，交通流の状況や車種の比率な

ど実測によるデータを用いて，また，道路構造に応じた

Q－Vの補正を導入することにより，本解析結果よりもさ
らに正確なCO2発生量を予測可能である． 
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